
 

徳島赤十字ひのみね医療療育センター 

身体的拘束最小化及び適正化のための指針 

 

第 1 章 目的 

この指針は、徳島赤十字ひのみね医療療育センター（以下「当センター」という。）にお

いて、利用者及び患者（以下「利用児者等」という。）の尊厳及び基本的人権を尊重し、安

全かつ安心できる医療及び福祉サービスを提供することを目的として、身体的拘束その他

の行動制限の最小化及び適正化に関する基本的事項を定めるものである。 

当センターは、身体的拘束が利用児者等の心身に重大な影響を及ぼし、尊厳ある生活を阻

害するものであることを十分認識し、身体的拘束を行わない支援及び医療の実現に向けて

継続的に取り組む。身体的拘束を実施する場合は、法令及び関係通知に基づき、緊急やむを

得ない場合に限るものとし、組織的な検討及び適切な手続きを経て実施する。 

 

第 2 章 基本方針 

1 身体的拘束の原則禁止 

当センターは、利用児者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束その他の行動制限を行わない。 

2 利用者主体の支援 

利用児者等の意思、価値観及び生活歴を尊重し、その人らしい生活の維持を支援する。 

3 身体的拘束最小化の推進 

身体的拘束の必要性を定期的に評価し、多職種による代替手段の検討及び解除に向

けた取組を継続する。 

4 組織風土の醸成 

身体的拘束に依存しない医療及び支援を実践するため、利用児者等の尊厳を守る組

織風土の醸成に努める。 

5 薬物による行動制限の適正化 

鎮静のみを目的とした薬剤使用や、利用児者等の行動を不必要に制限する薬物療法に

ついても身体的拘束と同様の視点で評価し、その最小化に努める。 

 

第 3 章 身体的拘束の定義 

身体拘束とは、抑制帯等、利用者の身体又は衣服に触れる何らかの用具を使用して、一

次的に当該利用者の身体を拘束し、その運動を抑制する行動の制限をいう。また、身体的

拘束に準ずる行動制限についても本指針の対象とする。 

 

第 4 章 緊急やむを得ず身体的拘束を行う場合の要件 

身体的拘束は、以下の三要件をすべて満たす場合に限り実施する。 



 

（1）切迫性 

利用者本人又は他者の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著しく高い場合 

（2）非代替性 

身体的拘束以外に代替手段が存在しない場合 

（3）一時性 

身体的拘束が一時的かつ必要最小限である場合 

三要件のいずれかを欠く場合は身体的拘束を実施してはならない。 

 

第 5 章 身体的拘束を行う場合の手続 

身体的拘束を行う場合は、次の手順による。 

多職種による検討 

三要件の確認 

家族等への説明 

同意取得 

実施 

経過観察 

定期的評価 

解除の検討 

記録の作成及び保管 

身体的拘束を行う場合は、その態様、時間、利用児者等の心身の状況及び緊急やむを得

ない理由を記録しなければならない。 

 

第 6 章 身体的拘束最小化委員会 

1 設置 

当センターに虐待防止・身体的拘束最小化委員会を設置する。 

2 目的 

委員会は、身体的拘束の発生予防及び解除促進に向けた組織的な取組を推進する。 

3 構成 

 委員会は、当センター園長を委員長とし、副園長、乳児院長、事務部長、看護部長、虐

待防止マネージャー、社会連携課長、総務課長をもって構成する。 

 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させることができる。 

委員会は定時（月 1 回）開催し、必要時は臨時開催する。 

4 検討事項 

委員会は次の事項を所掌する。 

 （１）権利擁護・虐待防止・身体拘束の適正化の検討及び推進に関すること。 

 （２）発生した虐待への対応方法に関すること。 



 

 （３）虐待防止・権利擁護の情報交換に関すること。 

 （４）その他、虐待防止・権利擁護・身体拘束等に関すること。 

 

第 7 章 身体的拘束最小化チーム 

1 設置 

委員会内に身体的拘束最小化チームを設置する。 

2 構成 

委員長が指名した者で構成する。 

3 役割 

身体的拘束を実施している部署については、定期巡回又は複数職種による個別検討を実

施し、委員会へ報告する 

 

第 8 章 身体的拘束の実施状況の把握及び評価 

当センターは毎月、次の事項を集計する。 

身体的拘束実施者数 

身体的拘束日数 

身体的拘束理由 

解除件数 

未解除事例数 

集計結果は身体的拘束最小化委員会に報告する。 

令和 8 年度診療報酬改定で求められている身体的拘束最小化の実績基準を参考とし、身

体的拘束実施割合の継続的な低減に努める。 

 

第 9 章 職員研修 

身体的拘束最小化のための研修を全職員に対し年 2 回以上実施する。新任職員について

は入職時研修を実施する。 

 

第 10 章 記録及び保存 

身体的拘束を実施した場合は その態様及び実施時間（開始時間及び終了時間）、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する。 

 

第 11 章 虐待防止との関係 

身体的拘束は利用児者等の権利侵害につながる可能性があるため、虐待防止委員会と連

携し、身体的拘束最小化及び虐待防止を一体的に推進する。 

 

 



 

附則 

この指針は、令和 ４年 ４月 １日より施行する。 

この指針は、令和 ５年 ４月 １日より施行する。 

この指針は、令和 ８年 ４月 １日から施行する。 


